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■はじめに 

【調査背景】 

2015 年 12 月、日カンボジア二国間フードバリューチェーン対話を実施した。この議論の中で、

カンボジア側から、コメ、キャッサバ、メイズなどの重要な取引品目を対象にした市場取引の透

明化に関する対応が要望された。しかしながら、カンボジア農産物の市場取引は現在大きな問題

とはなっていなく、その品質管理や安全性の確保が問題となっている。 

安全性の確保については、カンボジア農業省は農産物の検査体制（分析室）の整備を試みたが、

技術不足で実現に至っていない。そこで、農産物の生産後ではなく、生産の段階から管理を行っ

て安全性を確保することがカンボジア農業省の対策とされた。そのためには、カンボジアの農業

生産においては、CamGAP（ASEAN-GAPをガイドラインとするカンボジアの GAP制度）を適用する

ことが必要になってくるが、その制度の確立、適用が遅れており、生産・流通・販売における品

質管理に問題が多い。 

このような要望を受け、カンボジアにおいて、安心・安全な農産物（主に野菜）の生産・流通の

各段階において、Cam-GAPを確立・適用することにおいて、我が国の食品関係企業のノウハウを

活用して安全性確保の事業化を行うことにより解決することが必要になっている。 

 

【調査内容】 

 ASEAN 域内で農産物を輸出するためには、ASEAN GAP（農業生産工程管理）に基づく農産物で

あることを求められることから、各国の農業者が ASEAN GAP又はそれに準拠する各国の National 

GAPの認証を取得する必要がある。 

このため、GMS内での農産物の流通を促進する前提となる ASEAN GAP への各国での取組状況を調

査するとともに、過年度の二国間対話で取組が遅れていることが判明しているカンボジアにおい

て、ASEAN GAPを踏まえた Cam GAPの認証の促進に向けた以下の取組を実施する。 

① GMS各国における ASEAN GAPの取組状況の調査 

② カンボジア農林水産省と連携し、Cam GAPの取組状況、CamGAP 認証に当たって現状の課題等

の把握 

③ 実際の圃場での CamGAP の概念を導入した生産 

④  Cam GAP 導入により生産された農産物の試験的な販売、流通動向調査、消費動向調査 

⑤  事業では生産しないメイズ、大豆、緑豆にかかる流通段階の品質検査等 

⑥ カンボジアにおける日系企業の事業化モデルにかかる評価 
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■① GMS 各国における ASEAN GAPの取組状況の調査 

- カンボジア - 

【各国共通項目】 

（１）対象国の GAPの状況について 

 －①-対象国の農業全体について  

別途、カンボジア農林水産省が公式に発表しているデータを参照のこと。 

 

－②-対象国 GAP について 

 カンボジア国内において現時点で決まっていることは、カンボジア国内の GAPは CamGAPという名称で進

めていることのみで、まだ、具体的な内容にまでは及んでおらず、詳細な内容に至っては、まだ決定して

いないというのが現状である。 

 

 －③-ASEAN-GAPとの関係性 

カンボジア農林水産省として、ASEAN-GAPのガイドラインは非常に重要視をしている。ASEAN経済統合が

進んでいる中で、カンボジア政府の戦略としても農作物の輸出がある。また、現在のカンボジアの課題と

して、国内に流通している農作物のうち、特に野菜に関しては、そのほとんどをベトナム・タイからの輸

入に頼っており、食品の安全が問題視されている。 

 このような２つの観点から、CamGAPが、これらの問題に対して大きく貢献できると考えており、その

上でも、ASEAN-GAP のガイドラインを重要視している。同ガイドラインは、食品安全モジュール、生産物

品質モジュール、生産者の健康・安全と福祉のモジュールもすべてクメール語に翻訳され、数百部ずつ印

刷、配布されている。2010年３月 10日には農林水産大臣令 No.099により National GAP Standardが承認

されている。 

 

 －④-対象国の GAPに関するこれまでの取組  

 カンボジア国内において、これまでの CamGAPの取組としては、同国の農林水産省が主導で進めてきた。 

具体的な活動としては以下のような取組が報告されている。 

2005年 ADCCPプログラムを通じて、合計 35名のトレーナー養成を実施。 

2008年 ASEAN-GAPの基本部分、食品安全と品質管理部分が翻訳され、クメール語のリーフレットも 2000

部配布されている。 

2010年 ナショナル GAPとして、農林水産省より GAP推進が閣議決定された。これによれば、カンボジア

国内 GAPの管理、GAPの証明書の発行などが農業総局で行うことが定義されている。 

2012年 2008年に引き続き、労働安全管理や環境保全の項目が翻訳され、以後のトレーニングに活用され

ている。 

2009 年から 2014 年にかけて、6 つの州、合計 5880 人の農家に対して、GAP の訓練が実施されており、特

に食品安全管理と品質基準について指導を行っている。 
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2015年～2016年現在までの状況としては、ASEAN-GAPのガイドラインに従って、その内容の吟味や独自に

勉強会を開催しており、カンボジア農林水産省の他、コンポンチャム州等の州レベルの農業総局の農業指

導員も参画し、ワーキンググループを発足し不定期ではあるが活動している。 

 2015年、CamGAPを推進するよう方針が打ち出されたが、GAPについての専門家がおらず、ワーキング内

においてもその知識差や理解力に差があり、制度設計が進んでいないという課題がある。このような状況

のなか、2016 年においては、意識を統一する目的もあり、Cam-GAP のロゴがワーキングルーム内で討議さ

れており、ロゴデザインが正式に近々リリースされる予定である。 

 

－⑤-対象国の GAPの普及状況 

カンボジア国内において、CaｍGAP は、まだ認証レベルまで達していないため、2017 年 1 月現在におい

て、普及率は 0%である。また、Global-GAPを取得しようとしている大規模企業があるが、取得したという

情報は得られなかった。 

 

 －⑥-対象国の GAP認証とそれ以外の差がわかる統計データ 

GAP認証がないため、統計データは存在しない。 

 

 －⑦-対象国の GAP推進にかかる政策目標 

現在の政策目標としては、CamGAPを推進していくことが決定されているが、具体的なマイルストーンや

目標数値等については明示されていない。 

 

 －⑧-対象国の認証マークの取扱について 

 現時点で認証マークについては存在していない。CamGAPそのもののロゴは近々リリースされる予定であ

るとヒアリングからわかっているが、そのロゴがそのまま認証マークになるかどうかについては不明であ

る。 

 
 －⑨-対象国の他基準との関わり 

 他基準との関わりとしては、あくまで、ASEAN-GAP ガイドラインに準拠していくという方針のみが示さ

れており、いわゆるマニュアル、帳票、認証機関の運用規則等について具体的なものは存在していない。 

 

（２）マニュアルと記録簿について 

 －①-具体的な参考マニュアル（ガイドライン・資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

 カンボジア国においては、具体的なマニュアルは存在していない。また、帳票や運用規則においても同

様である。またマニュアルにおいては、本事業の「③実際の圃場での CamGAPの概念を導入した生産」にお

いて、パイロット的に実証を行う。 
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 －②-具体的な参考記録簿（資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

①と同様である。 

 

（３）認証方式について 

 －①-認証機関についてはどのようなものか 

認証機関においては、CamGAPの推進母体が同国の農林水産省であるため、農林水産省になることが濃厚

である。しかしながら、同省庁の技術的能力や、認証経験において不安があり、今後の日本国および各支

援国への支援も期待している。 

 

－②-認証までのスケジュールやコスト 

認証において、具合的なスケジュールやコストについては未定である。しかしながらヒアリングにおい

て、農業者（企業を含）の経済的負担は可能なかぎり抑えたいという意向が確認された。 

 

 －③-認証機関の独立性 

認証機関の独立性については未定である。基本的な制度設計が進んでいないのが現状であり、認証機関

の独立性や透明性については今後の課題である。 

 

 －④-審査員の状況 

審査員に関しては、現ワーキンググループが担っていく可能性が高いが、その組織運営についても未定

である。 

 

－⑤-審査の内容 

審査内容においても未定である。 

 

 －⑥-審査にかかるコスト 

②で述べたが、可能なかぎり農民（企業も含）の負担は減らしていきたい意向はある。 

 

（４）GAPを踏まえた輸出促進について 

 －①-対象国の方針（政策提言・目標等） 

CamGAPにおいて、農林水産省の方針としては ASEAN-GAPガイドラインに従い、グローバルスタンダード

を担保しながら制度設計・運営を行っていくことは決定しているが、具体的なマイルストーン等について

は、決定されていない。 

 

 －②-生産者の認識や動向 

生産者の認識として、プノペン市内にあるダム・コー市場へ納入している農家 10名へランダムヒアリン

グを実施したが、GAPを認識している農家は存在しなかった。また、同時に CamGAPをカンボジアが進めて
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いることを知っているかという問に対しても、知っていると答えた農家は存在しなかった。 

 

市場ヒアリングの様子 カンボジア国内から集まってくる野菜と納入する農家 

 

 

 －③-バイヤーの動向 

ダム・コー市場のバイヤーは、GAP の認識が低く、ほとんど知られていない実態が明らかとなった。同

様の調査を、イオンやタイフーマーケット（中国資本の大手マーケットでボッケンコン区をメインにプノ

ンペン市内に展開している）に関して調査をすると、大手スーパーは GAP の存在や、意義を知っており、

納入基準としたい意向が見られたが、現状として生産者側が対応できない事実から、基準づくりの明確な

マイルストーンについては未定であることが分かった。 

 

（５）生産者への支援 

 ―①-普及・指導概要について 

CamGAPに関して、農林水産省の意向としては、生産者負担をできるだけ抑えたい意向であるが、普及を

鑑みた場合、まずは、州レベルの農業総局の職員を対象としたトレーニングが重要であるという認識であ

ることがわかった。 

 

 －②-普及させるための取組について 

ヒアリングからは不明であった。①の結果からも分かるとおり、現時点においては、GAP を推進する職

員のトレーニングや知識向上が不可欠であるという認識であった。 

 

（６）GAP制度の IT 普及度 

 －①-現存する対象国のメジャーなシステム 

現時点で、CamGAPに関して IT活用の情報はなかった。 

 

 －②-IT（システム）化の課題と普及率（利用率等） 

①の結果からも課題や普及率の情報はなかった。 
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（７） GFSI 認証に対する取組について 

 GFSIに関して、農林水産省としても情報を持っておらず、今後も世界動向の情報協力が要請された。 

 

【先進地の情報】 

 現在カンボジア国内に、CamGAP認証圃場は存在していない。本項目に関しては「③実際の圃場での CamGAP

の概念を導入した生産」において詳しく述べる。 
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- タイ - 

【前提条件】 

以下は事前情報で認証全体を管轄するとされていた ACFSへのインタビュー結果に基づくが、担当者が詳

細を把握しておらず、多くの情報が（ヒアリングからは）不明となっている。。 

 

【各国共通項目】 

（１）対象国の GAPの状況について 

 －①-対象国の農業全体について  

別添の統計を参照のこと。 

 

 －②-対象国 GAPについて 

GAPは 2種類。Q-GAP（Q-mark）と Thai GAPである。Q-GAPには Mandatoryと Voluntaryの 2種類があり、

Thai GAP は民間の取組みである。Q-GAP については（1）作物：米、アスパラガス、オクラ、サトウキビ、

コーヒーなど計 23品目、（2）家畜：肉用牛、養豚、肉用羊、ブロイラーなど計 16品目、（3）水産：エビ、

アワビ、ティラピア、スズキなど計 15品目が制定されている。また、もう一方のタイ商工会議所やカセサ

ート大学が関与している Thai GAPは、タイの農業者が GLOBAL-GAP.と同等性を目指したのもので、ASEAN-GAP

ガイドラインはもとより、Global-GAP と同レベルの基準とされている（2013 年に Global-GAP の Version

４と同等性が認められている）。安易に認証が取れる Q-GAPではなく、今後は Thai GAPの一本化が望まし

いとされている。 

  

 －③-ASEAN-GAPとの関係性 

上記 2点に関する情報は得られなかった。Q-GAPは ASEAN-GAPと CODEXを参考に策定した。 

 

 －④-対象国の GAPに関するこれまでの取組  

ヒアリングからは不明であったが、2015年５月にマレーシアで開催されたアセアン能力構築プロジェク

トによる GAP セミナーにおいては、タイの代表より国際的に認知された２つの認証機関（Accreditation 

Body ISO/IEC 17011、Certification Body ISO/IEC 17-65）、一つの分析ラボ（ISO/IEC 17025）があり、

2014 年までに 139,576 の農場が National GAP の認証を受けていると報告されている。また、Thai GAP の

認証マークの付いた野菜が TOPSなどのスーパーで販売されている。 

文献によると、タイにおいては、2003年の閣議によって、2004年以降より食品安全性強化に力を入れて

いくこととなった。これより始まったのが Q-GAP である。しかしながら、Q-GAP は比較的容易に取得出来

る上に、ASEAN-GAPとは同等性がなく、特に輸出を行う企業より Global-GAPのニーズが高まり、欧米に輸

出する民間企業は Global-GAP の取得ニーズが高まっていった。2013 年時点で、Global-GAP の取得圃場は

300圃場にのぼっている。 

そこで新たに、タイ商工会議所やカセサート大学らによって、制定された Thai-GAPを推進することとな

り、Q-GAPと 2013年 Global-GAPと同等性が認められた Thai-GAPへの移行を目指している。 
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 －⑤-対象国の GAPの普及状況 

ヒアリングからは認証数、統計ともにデータが入手できなかったが、上記文献によると 2007 年時点で

21 万 5000 箇所に Q-GAP の認定がなされているという情報や 30 万圃場認定されているという情報がある。

ただし、これは、Q-GAPの栽培 GAP基準にのみ適応した圃場の認定数であり、ASEAN-GAPガイドラインに基

づく GAP認定ではないと思われる。 

一方で、1993年のビッグ C、1994年のテスコ・ロータス、1995年のトップス等の大手ハイパーマーケッ

トの参入により、Q-GAP ではなく Global-GAP のニーズが高まっており、Global-GAP の認証圃場は、2013

年時点で約 300 圃場が認定されている。このように、④のような認証の取組みが進められているが、2016

年 5月 16日の週刊タイ経済によると以下のような報道がなされている。 

 

 

 －⑥-対象国の GAP認証とそれ以外の差がわかる統計データ 

データなし。 

 

 －⑦-対象国の GAP推進にかかる政策目標 

ヒアリングからは全体的な政策目標はなし。タイの GAP は品目ごとに各機関が定めるため、個別の機関

での目標は不明であるが、タイ政府の大きな方針としては、Thai-GAP 以外の GAP 認証圃場（Q-GAP・
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Global-GAP）の認証圃場に関しては。Thai-GAPへの統一を目指している。 

 

 －⑧-対象国の認証マークの取扱について 

ルールは不明であるが、マークは以下のような形で表示されている。 

 

 

－⑨-対象国の他基準との関わり 

他国との相互認証関係はない。Q-GAPと Thai GAPの関連は不明である。おそらく、関連はないと思われ

る。今後は Global-GAPと同等性が認められている Thai GAPへの一本化を目指している。 

 

（２）マニュアルと記録簿について 

 －①-具体的な参考マニュアル（ガイドライン・資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

ガイドラインとして、Thai Agricultural Standardsを基にしている。GAP自体のチェック項目やマニュ

アルの存在は不明であった。 

 

 －②-具体的な参考記録簿（資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

①と同上、参考記録簿としては入手できなかった。 

 

（３）認証方式について 

 －①-認証機関についてはどのようなものか 

農業・協同組合省下、ACFSが認証機関となっている。しかしながら、実際は品目ごとに農業・協同組合

省下の各機関（例：コメであれば農業局、畜産であれば畜産局等）が実務を担っている。ACFSは戦略を策

定するのみである。 
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－②-認証までのスケジュールやコスト 

プロセスの詳細は不明だが、1 ヵ月程度ではないかというヒアリング結果である。申請費用は無料であ

る。 

 

 －③-認証機関の独立性 

ACFS、品目ごとに認証する各部局と、かなり縦割りの行政機構になっている様子である。独立性という

意味では、全ての機関が農業協同組合省の管轄にある。但し、認定を受けた民間企業による認証取得は可

能となっている。 

 

 －④-審査員の状況 

品目ごとの担当機関によって異なるので不明であるが、調査文献によると、審査員の 75%は公務員、残

りの 25%は民間の審査員となっている。審査員の訓練は農業省が行っており、2週間のトレーニングと 1ヶ

月の審査実習が義務付けられている。 

 

 －⑤-審査の内容 

審査の内容はヒアリングからはわからなかったが、Thai-GAPに関しては、Global-GAPと同等性が認めら

れていることから、審査の内容に関しても Global-GAPと同水準で執行されると思われる。 

 

－⑥-審査にかかるコスト 

無料（政府の場合のみ。民間が行う場合は、有料） 

 

（４）GAPを踏まえた輸出促進について 

 －①-対象国の方針（政策提言・目標等） 

タイは、海外での競争力向上と国内に安全な農産物を共有することを目的としており、特に輸出向けの

農産品を生産している生産者は、QGAPの取得が推奨されていた。ところが、QGAPが、グローバル水準を満

たさないことから、Global-GAPの取得ニーズが高まり、新たに民間によって制定され、Global-GAPと同等

性が認められた Thai-GAPに統一するよう政策が進められている。 

 

 －②-生産者の認識や動向 

生産者は、他の生産者との差別化を求めており、また、自身の農作物を売り切るために受注発注を求め

ている。 

 

 －③-バイヤーの動向 

 ヒアリングからは不明であった。 
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（５）生産者への支援 

 ―①-普及・指導概要について 

 ヒアリングからは不明であった。 

 

 －②-普及させるための取組について 

 ヒアリングからは不明であった。 

 

（６）GAP制度の IT 普及度 

 －①-現存する対象国のメジャーなシステム 

ヒアリングからは不明であったが、QRコードによる生産者、産地の情報配信システムがある。 

 

 －②-IT（システム）化の課題と普及率（利用率等） 

製品に貼られた QRコードを読み込むと、生産者、生産地の情報が確認できるシステムが存在する。 

（下記画像参照） 

  

 

（７） GFSI 認証に対する取組について 

ヒアリングからは不明であった。 
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- ベトナム- 

【各国共通項目】 

（１）対象国の GAPの状況について 

 －①-対象国の農業全体について  

別途、CEICのデータを参照のこと。 

 

－②-対象国 GAP について 

2008 年から VietGAP が導入されている。当時はベトナム国内に参考となる法律・規程がなかったため、

ASEAN GAPやオーストラリアのフレッシュケア、HACCPを参考にしていた。元々は ASEAN GAPとする流れで

始まったものである。 

2008年に野菜・果物、茶の 2種類が対象として発効された。その後、2010年にコメとコーヒーに関する

規定も発行された。農業・農村開発省の栽培局品質環境管理課が管轄している。 

VietGAP1と VietGAP2（輸出目的の認証）とがある。 

 

 －③-ASEAN-GAPとの関係性 

American-Thailand affiliate programs（GAP Links in western Thailand[P3]）前述の 2015 年 5 月の

アセアン能力構築プロジェクトの GAPセミナーにおいては、ベトナム代表は、ASEAN-GAPを推進するため、

８つの農業農村開発省令を公布、施行したと説明している。 

 

 －④-対象国の GAPに関するこれまでの取組  

ベトナムは農林水産物の輸出国である。このため、今後は国際基準への収斂、相互認証が求められる。

現行では、輸出先国での基準が適用されている。栽培品（野菜、果物）、家畜、水産養殖物などは、相手先

の市場をみて適切に改善させていきたい。例えば、2016 年には、水産物の Viet GAP の内容を改善させて

グローバル GAPに近付けさせて、主な輸出先である欧州（EU）や米国から相互認証を得ることに成功した。 

 

－⑤-対象国の GAPの普及状況 

Viet GAPは個人や法人の区別なく取得することは可能で、適用件数は増えてきている。当初は、ベトナ

ムの農家は規模が小さく、自家消費や地元の市場向けが多いため、農家の認知度も低かった。しかし、2012

年頃から農家に対する推奨運動の効果もあって、2017年 1月 5日時点では 1,468農場が適用を受けている。

内訳は、野菜が 639農場、果物が 694農場、茶が 107農場。コメが 26農場、コーヒーが 2農場となってい

る。コーヒーについては、既に「UTZ」や「4C」といった他の国際規格があるため、販売先によって Viet GAP

よりもこれらの認証を受けている農場がある。 

1,468 農場という数字が、ベトナム全体に占める比率、または全体の耕作面積に占める比率を述べるこ

とは非常に難しい。これは、ベトナムの農家では規模の小さいところが多いためである。尚、適用件数は

毎日農業・農村開発省のウェブサイトに公開されている。作物別、農家規模別などは統計としてない。 

 また、地方においては、施設設備の問題から、Viet GAPの認証を取得するのが難しこともあり、普及が
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進まない理由になっている。また、GAP に対するインセンティブが働きにくいこと、認定後の維持コスト

が高いことなどが普及の障壁になっている。これらを解決するために、GAP 認定商品のマーケットシステ

ムの確立や、州単位での計画づくり、農家のための GAP トレーニング支援、支援施策の強化、モデル地域

の維持のサポートなどが求められている。 

 

 －⑥-対象国の GAP認証とそれ以外の差がわかる統計データ 

入手できなかった。 

 

 －⑦-対象国の GAP推進にかかる政策目標 

首相令で安全農地を指定し、その 100％で 2015年までに VietGAPを導入する計画があったが、まだ実現

していない。 

 

 －⑧-対象国の認証マークの取扱について 

 ※取扱マークにはルールが有るのが通常 

Viet GAPを取得した商品には、本来、認証機関が発行する品目番号を表示しなくてはならない。一部の Viet 

GAP 認証の商品には、Viet GAP を表すロゴマークが表示されているが、現時点では共通のロゴマークはな

く、各認証機関が独自に作成しているものである。農業・農村開発省としては、今後、共通のロゴマーク

を作成しようとしている。 

左：NAFIQADの GAPロゴマーク、右：VietGAPの認証番号（※認証機関の番号の可能性あり） 

 

大和総研撮影 

 －⑨-対象国の他基準との関わり 

JICAが取り組む BasicGAPは、VietGAPのチェックポイントから労働を抜き、水や肥料など食品の安全面

を中心としたもの。25項目ある。生産記録や肥料、農薬の使用などを記帳する最低限の仕組み。BasicGAP

は自己認証であるが、最近、第三者承認プロジェクトを始めたところである。2014年 7月に実施ガイダン

ス（2998／QD－BNN－TT）が公布されている。 
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ベトナムでは 2013 年に農家が遵守すべき、最低限の技術規定を定めた「技術規定の基準書」

（01-132/2013: BNNPTND）を発効した。当該基準書では、労働基準や環境保護についても僅かしか含まれ

ていない。これに対し、国家基準（Viet GAP）はより基準を厳しく設けている。技術基準書は農業農村開

発省や各省庁がドラフトを作成するが、技術的な審査を行うのは科学技術省である。 

規模の大きな生産者（商業向け）は、農業農村開発省内の栽培局が検査、地方政府が確認し、認定する

制度がある。個人経営の農家や農民に対しては、安全な作物を作るとの誓約を地方政府に提出するのみと

なり、植物保護局と栽培局は指導をするのみとなる。ハノイ市は安全野菜の歴史が古く、安全野菜マーク

がある（実はハノイ市は VietGAPに懐疑的である）。安全農地は認証制度であり、水質や土質の基準を満た

していること、立地が工業団地などに近くないこと、従事者が研修を受けていること、などが項目。ハノ

イ市は市政府が積極的に取り組んでおり、5,000ha程度ある（その他の省は数百 ha程度）。 

「Organic」については、科学技術省が認証を発行している。 

その他にも、ベトナムの流通市場ではいくつかの認証マークがあるが、これは農業農村開発省が管轄し

ているものではなく、生産拠点ごとの独自の認証であったり、小売チェーン店の発行の場合がある。 

 

（２）マニュアルと記録簿について 

 －①-具体的な参考マニュアル（ガイドライン・資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

VietGAPは 65の項目を記録しなければならない。これは農家にとって大きな負担である。 

マニュアルは VietGAP.vnよりダウンロードが可能とのこと（同サイトに接続できず、入手できていない） 

 

 －①-具体的な参考記録簿（資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

入手できず。 

 

（３）認証方式について 

 －①-認証機関についてはどのようなものか 

農業・農村開発省では、2012 年に Circular No 48/2012/TT-BNNPTNT を発行し、認証機関としてどのよ

うな条件が必要で、どのような審査を経て VietGAP を発行するかといった内容を発表している。これによ

ると、認証機関となるには、ISO17065 を取得しなくてはならない。現時点で、ベトナム国内には 23 ヵ所

の認証機関がある。指定された認証機関はウェブサイト（www.vietgap.vn）に公開されている。23ヵ所の

内、7ヵ所は民間の機関である。なお、認証機関は、認証方法を公開する必要がある。 

検査機関に NAFIQADという組織が農業農村開発省にある。元々水産総局だったものが MARD傘下に吸収さ

れたもの。国内に 6ヵ所のラボを有する。 

 

－②-認証までのスケジュールやコスト 

申請には、条件として約 10の大項目、数多くの小項目があり、資料を準備する必要がある。資料で分か

らない部分については、コンサルタントに聞きながら準備する。申請から承認までは 3ヵ月程度。 

申請中には、食品安全講習会に 2ヵ月にわたって参加する必要がある。1週間に 2～3回、1回あたり 2～3
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時間で、試験もあり、終了証明書を受ける。試験は、栽培の経験がある人なら受かる。講習は地方政府が

実施し、その費用は無料となっている。 

書類提出後、政府が圃場に検査に来る（3 人）。3 人の検査官はそれぞれがサンプリングしていく。4～5

ヵ所か。水、土（残留農薬や、重金属のチェック）、肥料、生産物などを外部機関で分析する。分析には、

7～10日、300ドルを要する。合格できないと指導が入り、改善をする。証明書は 2,000ドルで、2年間有

効。6ヵ月/12ヵ月ごとにチェックが入り、その都度 300ドルの検査料を支払う。 

 

 －③-認証機関の独立性 

認証機関に独立性はない。 

 

 －④-審査員の状況 

ヒアリングからは不明であった。 

 

－⑤-審査の内容 

書類審査、圃場検査（土壌、水、肥料、商品）。圃場に 3 人の検査官が来訪し、自ら 4～5 ヵ所の土をサ

ンプリング。土壌は、残留農薬や重金属のチェックが行われる。 

 

 －⑥-審査にかかるコスト 

認証料は 2,000 ドル。農場や農協単位で取得するが、農協などでまとまって取得する際も土壌検査は個

別に行うため、費用はさらにかかる。 

土壌検査などは、外部機関での分析となり、300 ドルかかる。省が補助金を出すことがあるが、更新時

の補助はない。ラムドン省では、補助金がある。タイニン省では、省政府が認証取得を推奨しているため、

1,000ドルとなっている。 

 

（４）GAPを踏まえた輸出促進について 

 －①-対象国の方針（政策提言・目標等） 

VietGAP version 2 では、農産品の輸出拡大に向け、海外の GAP（ASEANGAP、Global GAP など）も参考

に、version 1を改訂している。 

 

 －②-生産者の認識や動向 

VietGAP やその他の認証を取得しても、野菜が高く販売できるわけではない（但し、スーパーなどの販

売先を確保することには貢献しているように思われる）。GAPでは、流通～店頭においての商品の安全性や

品質は保証されていない。流通がうまく整備されていないために区別ができない。トレーダーが VietGAP

を正当な価格で買ってくれず、認証を受けていない商品と一緒に買われることになる。生産者と流通業者

を繋ぎ、良い商品を確実に販売ができる仕組みが必要。一般の消費者も特に子どもに食べさせるものなど

において関心はあるものの、安全に対してお金を払うほどの意識はない。消費者意識が定着し、高くても
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安心・安全なら売れるという環境にならないと、VietGAPなどを取得する生産者が増えない。 

また、VietGAP を一旦取得し、その後きちんと運用していない事業者もいる。違反者に対する罰則が整

備されていない。 

GLOBAL GAPを取得しようとしている事業者もいる。認証料が年間 2,000ドルかかるため、認証は取得し

ていないが同じ基準で作っているという野菜が店頭に並んでいる。 

 

 －③-バイヤーの動向 

韓国に輸出する際に VietGAP が利用されている。小売企業は、VietGAP だけでなく自社の基準を設け、

調達している。VietGAP に対して懐疑的な小売業者もいる。自社での品質管理に取り組み、社員により農

場目視を行う小売業者もいる。大手小売企業は、ラムドン省にトラックを直接手配し、流通まで関与して

Viet GAP 商品の取り扱いを徹底している。日本の生産者が作るものは信頼があり、3 倍の値段でも売れて

いる。天候などにより供給が安定しない、追いつかないことは課題である。 

 

（５）生産者への支援 

 ―①-普及・指導概要について 

肥料の使い方や安全性、食の安全など、一般的な知識を高めることを目的に、講習会が行われている。 

 

 －②-普及させるための取組について 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（６）GAP制度の IT 普及度 

 －①-現存する対象国のメジャーなシステム 

ヒアリングからは不明であった。（IT はほぼ普及していない。マニュアル等は政府ウェブサイトでダウ

ンロードが可能） 

 

 －②-IT（システム）化の課題と普及率（利用率等） 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（７） GFSI 認証に対する取組について 

 ヒアリングからは不明であった。 
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【先進地の情報】 

（０）基礎情報 

組織名（グループ名）：Hoang Xuan Farm  

組織概要：メロンを栽培 

所在地(住所)：タイニン省 

経営形態：一人有限責任会社 

設立年：不明  

代表者：Mr. Tran Huu Vu 

組織図： 

構成生産者戸数： - 

平均年齢：生産者 - 

導入 GAPの種類：VietGAP 

GAP導入作物：①テト用の黄色いメロン、②通年のマスクメロン（緑）、③丸いメロン、④長いメロン 

GAP導入目的：安心安全食品の提供 

主な販路：大手スーパー、小規模店 

選果形態：個別選果か共同選果か 

圃場：2 つの圃場がある。①事務所から 7km ほど離れた場所の 8,000 ㎡の土地で、4,500 ㎡で栽培（2012

年～）。②1.7haの土地に 11,000㎡にて栽培している（2015年～）。 

 

（１）産地の概要 

タイニン省 

（２）導入した GAPの種類・導入状況について  

生産する全ての品種で VietGAPを取得している。 

 

（３）出荷状況について 

7割が大手スーパー、3割が小規模店。輸出はしていない。小売店 A向け：8割が黄色い品種で、月に 10

トン程度。残り 2割は緑色の品種で、月 2.5トンである。 

小売店 B向け：形、糖度など重視され、中間業者を通している。 

ダメージ品などは、ドライフルーツにしている（収穫量の 5％程度）。 

 

（４）GAP導入のきっかけ 

-きっかけ- 

安心・安全なメロン栽培を始めたのは、食品の安全問題などの報道が多く、不安になったことがきっかけ。

自分や周りの人を守るためにも、VietGAPは大事なことであると思った。 
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（５）認証取得までの工程について 

 -認証機関はどこか 

FCC Control and Fumigation JSC 

 

 -認証取得にあたっての障害とその解決方法 

6年前、タイニン省には VietGAP取得事例がなく、ホーチミン市クチ郡に勉強しに行く必要があった。 

提出書類の準備は、分からないことがあればコンサル会社に問い合わせる。 

 

 -取得フロー 

書類提出 

現場検査（検査官 3人） 

 水、土壌、商品、肥料は外部機関で分析する。 

基準を満たせない場合、指導が入り、合格に導かれる。 

取得後、6ヵ月に一度の定期検査がある。 

作業登録はノートを作成し、PCに入力している。ノートは検査時に見せる必要がある。 

 

 -取得までに要した期間 

3ヵ月 

 

 -生産者教育についての取組 

食品安全講習会を 2ヵ月間（週 2～3回、1回 2～3時間）受講する（追加費用なし）。終了時に試験があり、

修了証明書が出される。栽培を行っている者が対象。 

その他、2週間程度の講習会。肥料の使い方や安全性、食の安全など、一般的な知識を高めるのが目的（一

人が受講し、社内で情報を共有）。 

（６）認証取得後の生産者の意欲維持の方法 

ヒアリングからは不明であった。（取得者全員が品質等に対し共通認識であればいいが、偽造品や、認証

登録しても登録しっぱなしという事業者もいる。イメージダウンになるので、チェック機能や機関を設け、

厳しくしてほしい。） 

 

（７）認証取得にかかったコスト 

認証料 1,000ドル（2年間有効） 

外部機関での水の分析 300ドル（所要日数：7～10日） 

6ヵ月ごとの定期検査 300ドル 

 

（８）認証取得に際しての行政機関の関わり 

ここ 1年ほどでタイニン省政府が積極的に VietGAP取得を推奨するようになった。認証料 1,000ドルは、
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省政府が VietGAPを推奨しているために、安くされている（通常は 2,000ドル）。ラムドン省は農業の規模

が大きいし補助金があるのだろうが、タイニン省はまだ規模が小さく、補助金はない（省内の VietGAP 申

請は 5～7ヵ所）。 

講習会はタイニン省の農業農村開発局が行う。 

 

（９）取得の効果について 

 -GAP取得による具体的な効果はなにか- 

小売店との信頼関係構築。取引先の増加 

 

 -バイヤーから求められた GAP 以外の認証はなにか- 

認証ではないが、6 ヵ月に一度の品質検査とその証明書の提出が求められる。納入時には外見、糖度の

確認と試食が毎回行われる。 

 

 

その他参考資料：「ベトナムにおける高付加価値野菜の栽培・流通関連制度調査」JETRO、2015年 3月 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/f02aa2a7f34d0b98/jetro_agrireports_vn201503.pdf 

 

 

 

  

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/f02aa2a7f34d0b98/jetro_agrireports_vn201503.pdf


 

p. 20 

 

左：ホーチミン市内の大手小売店野菜売り場（VietGAPコーナー）、右：VietGAP認証のある野菜 

 

 

Hoang Xuan Farm 

 

 

左：Hoang Xuan Farmの VietGAP認証、右：eurofinsによる検査結果 

 

大和総研撮影 
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- ミャンマー - 

【各国共通項目】 

（１）対象国の GAPの状況について 

 －①-対象国の農業全体について  

別途、データを添付する。 

 

 －②-対象国 GAPについて 

 ミャンマーにも ASEAN GAP に準拠したナショナル GAP が存在し、通常、単に GAP と呼ばれる。行ってい

ることは農薬管理、肥料管理程度と思われ、全ての項目はカバーできていないはずである。 

新聞報道によると、「農業局が農地の土壌検査などを実施した上で、同局の庭園・植物課が証明書を発行

する。」とのこと。 

 

 －③-ASEAN-GAPとの関係性 

ヒアリングからは不明であったが、前述の 2015年 5月のアセアン GAPセミナーにおいては、ミャンマー

代表は、ASEAN GAP を推進するため、収益性のある持続的な市場の創出や優良種子の利用を増進するなど

が必要と考えていると説明している。これらは、ASEAN-GAP準拠をベースに進めており、ASEAN-GAPガイド

ラインをベースにミャンマーGAPが整備されている。その適応範囲も ASEAN-GAPに準拠しており[生産]、[収

穫]、[農場での果物や野菜の収穫後の取扱い]、[販売]としている。 

 

              

 

－④-対象国の GAPに関するこれまでの取組  

前述のセミナーにおいて、ミャンマー代表は、10の GAPモデル園芸農場を設置していること、すでに 124

の生産者から GAP認証の申請を受けていることなどを説明している。 

 

2007 年…ASEAN 規格に基づきマンゴー、バナナ、パイナップル、ドリアン、グァバ、マンゴスチン、トマ

トの品質基準を定め、果物や野菜に関する収穫後技術に関する共同研究を開始した。また、収穫後研究に

関する研究室の整備や収穫後の品質管理に関する人材育成のためにトレーニングを開始。 
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2008 年…収穫後技術と研究室に関する人材育成と 2007 年に制定した以外の果物や野菜の品質基準の開発

を行い、ミャンマーGAPのための品質保証体制の構想の構築を行った。 

 

2009年…ミャンマーGAPの農家への展開し、農家の実地でのデモンストレーションや農家から農家への GAP

訓練を行った。 

 

2010 年…ミャンマーGAP の全国展開を行い、同時に、ブローカー、小売業者などの関係者へもトレーニン

グの幅を広げた。 

 

2013 年…ミャンマーGAP を国際基準の GAP として、ODA 等の制度を活用しながら開発やトレーニングを行

った。 

 

  

ミャンマーGAPの会議やトレーニングの様子 

 

2014年～2016年 

Farmers Participatory Grantee System (PGS)、  Climate Friendly Agriculture, Nitrogen Cycle 

Management (NCM) and Green Water Management Project 等の一環で、ミャンマーGAP の普及促進を行っ

た。 
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 －⑤-対象国の GAPの普及状況 

農業灌漑省の展示農場において行われている他、農家を対象に GAPの勉強会が繰り返されている。 

 

 

農家を対象にした勉強会の様子と使われているテキストの一例 

 

 －⑥-対象国の GAP認証とそれ以外の差がわかる統計データ 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －⑦-対象国の GAP推進にかかる政策目標 

普及率に関する政策目標はない。 

 

 －⑧-対象国の認証マークの取扱について 

取扱について、ヒアリングからは不明であったが、ミャンマーGAPのロゴは下図のである。 

 

ミャンマーGAPのロゴ 

 

 －⑨-対象国の他基準との関わり 

ミャンマーGAPはあくまで、ASEAN-GAPのガイドラインに準拠していることから、ASEAN全域の GAPと同

等という認識である。 
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（２）マニュアルと記録簿について 

 －①-具体的な参考マニュアル（ガイドライン・資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

報道によるとガイドラインが策定されているようだが、具体的なガイドラインは入手できなかった。 

 

 －②-具体的な参考記録簿（資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（３）認証方式について 

 －①-認証機関についてはどのようなものか 

農業灌漑省が認証機関となり、同省普及課（Extension Division）が管轄になるかと思われる。上記セ

ミナーでのミャンマー代表の説明では、普及課の他、植物保護課、種子課、土地利用課、バイオテクノロ

ジー課などの認証機関の一員となるとのこと。また、セミナー資料によると申込書は以下のようなもので

ある。 

 

  

申込書のサンプル 

 

－②-認証までのスケジュールやコスト 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －③-認証機関の独立性 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －④-審査員の状況 

ヒアリングからは不明であった。 
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 －⑤-審査の内容 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －⑥-審査にかかるコスト 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（４）GAPを踏まえた輸出促進について 

 －①-対象国の方針（政策提言・目標等） 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －②-生産者の認識や動向 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －③-バイヤーの動向 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 

（５）生産者への支援 

 ―①-普及・指導概要について 

肥料の使い方や安全性、食の安全など、一般的な知識を高めることを目的に、講習会が行われている 

 

 －②-普及させるための取組について 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（６）GAP制度の IT 普及度 

 －①-現存する対象国のメジャーなシステム 

ヒアリングからは不明であった。 

 

 －②-IT（システム）化の課題と普及率（利用率等） 

ヒアリングからは不明であった。 

 

（７） GFSI 認証に対する取組について 

ヒアリングからは不明であった。 

 

【先進地の情報】 

GAP 認証圃場が非常に少ないようで、今回の訪問エリアであるヤンゴン、ネピドー近辺で見つけること
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ができなかった。日系 A社へのヒアリングにおいては、同社は農家との契約栽培を行っているものの、GAP

を取り扱っている例は聞いたことがないとのこと。また、日系 B 社へのヒアリングでは、同社はゴマを取

り扱っているが、GAPを取り入れている農家があるという話は聞いたことがないという結果であった。 
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- ラオス - 

【各国共通項目】 

（１）対象国の GAPの状況について 

 －①-対象国の農業全体について  

別途、資料参照のこと。 

 

 －②-対象国 GAPについて 

2011 年から LaoGAP に同国農業省が取り組んでいる。2016 年 12 月時点、約 300 世帯が LaoGAP に参加し

ている。なお、下記のとおり、JICAが支援したプロジェクトにより GAP推進のためのロードマップ素案が

作成されている。 

 

 －③-ASEAN-GAPとの関係性 

Lao GAPは、ASEAN GAPにほぼそのまま準拠して作成されている。 

ASEANには多くの会議体があるため、把握しきれていない。ASEAN首脳会議の下に ASEAN外相会議（AMM）

が、AMM の下に ASEAN 高級実務者会議（SOM）が、SOM の下に、セクターWorking Group があり、その下に

Expert Working Group、さらに下に Task Force がある。Task Force 以外にも、アドホックに会合が開か

れる。 

 

 －④-対象国の GAPに関するこれまでの取組  

ラオスでは各省・局が戦略 2025ビジョン 2030を策定している。ラオス農林省では、その中で 2025年ま

でに、GAP に従事する経営体（農家及び企業）を 10 万、有機農業に従事する経営体（農家及び企業）を 7

万にするとしている。 

ラオスの農業政策である「クリーン農業」では、コンポーネントとして、①有機農業、②GAP、③非化学

農薬による農業、④伝統的なラオス農業、の 4 点が挙げられている。この内、GAP については、「ASEAN 統

合に向けた開発格差是正を目指したラオス・パイロット・プログラム」（ASEAN、JICA、ラオス政府の三者

によるプロジェクト）のうちの「安全で高品質な農産物振興コンポーネント（LPPA）」（2010 年～2015 年）

によって、GAP 導入体制整備、（普及人材や農家への研修、GAP の試験的導入等が行われるとともに、GAP

推進のためのロードマップ素案が作成されている。また、農林省農業局がラオス側パートナーとなって、

GIZによる GAP関連のプロジェクトが実施された経緯がある（詳細不明）。 

 

 －⑤-対象国の GAPの普及状況 

2016 年 12 月時点で認証数は 13。認証世帯数は約 300。この殆どが、2015～2016 年に認証されている。

作物別、農家規模別の統計は入手できていない。 

 

 －⑥-対象国の GAP認証とそれ以外の差がわかる統計データ 

極めて僅少である。 
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 －⑦-対象国の GAP推進にかかる政策目標 

ラオス農林省では、2025年までに、GAPに従事する経営体（農家及び企業）を 10万世帯、有機農業に従

事する経営体（農家及び企業）を 7万世帯にするとしている。 

 

 －⑧-対象国の認証マークの取扱について 

 ラオスでは、LCB（Lao Certification Body:ラオス認証機関）が GAP認証と有機認証を行っている。LCB

は農林省の農業局（Department of Agriculture）に置かれており、同局の規格課（Standard Division）

が実質上その業務を担っている。下記 URL 先の 1 ページ目右側が GAP 認証マークである。但し、スーパー

等で目にすることはなかった。左側の”Laos Organic”の認証マークは見かけることが多かった。 

http://unctad.org/meetings/en/Presentation/ditcted22092014_20_bounyasouk.pdf 

 

 －⑨-対象国の他基準との関わり 

ラオスには GAP 及び有機農業に係る基準があり、上記のとおり、農業局規格課が双方に係る業務（検査

の実施、各種の事務手続きなど）を行っている。また、ASEAN 諸国とは上記の各種会合で顔を合わせては

いるものの、他国との相互認証関係はない。これは、まだ ASEAN 域内のいずれの国の間でもない。尚、ラ

オスには当該 GAP以外の GAP制度はない。 

 

（２）マニュアルと記録簿について 

 －①-具体的な参考マニュアル（ガイドライン・資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

別途、資料(PDF)を参照のこと。 

 

 －②-具体的な参考記録簿（資料・本・デジタルデータ 現地語・英語等の対応も含） 

同上。 

 

（３）認証方式について 

 －①-認証機関についてはどのようなものか 

別記のとおり、農林省農業局（Department of Agriculture）に置かれている LCB（Lao Certification Body:

ラオス認証機関）が GAP認証と有機認証を行って認定証を発給しており、同局の規格課（Standard Division）

が実質上 LCBの業務を担っている。 

 

 －②-認証までのスケジュールやコスト 

認証スケジュール例は以下の通り。 

① Application (17days［農林水産省 10］) ：申請者（農家組合など）は申請書を農林省に

提出する。 

② Inspection (45days)： 検査官が農場へ赴き、検査を行う。検査は 100 項目程度のチェッ

http://unctad.org/meetings/en/Presentation/ditcted22092014_20_bounyasouk.pdf
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クリストを用い行う。検査官が報告書を作成し、認証委員会にて審議を行う。 

③ Certification (20 days)： 委員会審議の結果を申請者に通知する。通知書にはルールと

条件が記載されており、申請者側が全て認めれば認証が与えられる。 

④ Renewal： 一年に一度更新。 

過去の例でいえば、申請から認証まで最も早くて 2 ヵ月。理想では最長で 4 ヵ月としている。GAP 申請

費用は、従来、GAPなどに係るプロジェクトを実施した援助機関などからの費用で賄われている。 

 

 －③-認証機関の独立性 

 ラオス農林省の農業局（Department of Agriculture）に置かれている LCBが認証の発給機関であり、検

査官が所属する規格課（StandrdDivision）が中心となって発給業務を行っている。このため、独立性はな

いと言える。将来的には各県の農林局職員の中から検査官に任命して、ラオス国内の地方ごとに検査を行

うことを想定しているが、まだ政府機関内での計画に過ぎず、外部の認証機関への権限移譲等は想定され

ていない。なお、県農林局が検査を行う場合には、農業技術の普及指導と認証検査の両方の業務を行うと

いう利益相反が危惧されるため、担当者の厳密な区分が求められよう。 

 

 －④-検査官の状況 

ラオス農林省の農業局（Department of Agriculture）の規格課（Standard Division）に所属する 9 名

の職員（課長を除く全員）が検査官となっている。検査官は、全員が GAP と有機農業に係る検査を兼務し

ており、任命には一定の要件（経験年数など）がある。なお、有機農業認証に関しては、ACT（Organic 

Agriculture Certification Thailand：タイ有機農業認証機関）の実施するインターン研修などに参加し

て検査技術の研鑽を積んでいる。 

 

 －⑤-検査審査の内容 

基本的には検査官による実査、生産者との面談・聞き取りが主な検査内容となっている。検査官による

質問は約 100 項目からなっている。検査官は計測機器を所持しておらず、残留農薬等の数値テストは検査

現場では行われていないが、疑義があると判断した場合、農業局傘下の機関であって機器が整備されてい

る植物保護センター（PPC: Plant Protection Center）に作物や土壌のサンプルを送付して残留農薬等の

試験を実施している。 

 

 －⑥-検査にかかるコスト 

GAP の検査に係る費用（申請料、検査実施料、認定証発行手数料、検査官の旅費・宿泊費など）は申請

者の負担であるが、申請者は農家（あるいはそのグループ）であり、これまでは、GAP 関連や地方の生計

向上などのプロジェクトを実施した援助機関から申請者への支援で賄われている（なお、有機認証の場合

は民間企業による申請も多く、その場合は自費で支払っている）。これらの費用については、 農業局によ

り金額が規定されている（旅費・宿泊費など、案件によって変動するものを除く） 。 
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（４）GAPを踏まえた輸出促進について 

 －①-対象国の方針（政策提言・目標等） 

ラオスの農業政策である「クリーン農業」では、①有機農業、②GAP、③非化学農薬による農業、④伝統

的なラオス農業、の 4 点が挙げられている。この内、ラオス政府は①有機農業と②GAP を推進させたいと

考えている。 

但し、現状は①の有機農業の取組みの方が進んでいる。背景としては、有機農業で作られた商品が、一般

の商品に比べて概ね 2 割程度高い値段で取引されており、農家の収入増につながっていることが挙げられ

る。他方、GAPは輸出において取引先から求められるケースが多いものの、GAP認証が即ちラオス国内での

販売価格の差別化（プレミアム）にはつながっておらず、農家にインセンティブがない。また、消費者も

含め、農家の中では、「GAPとは何であるか、何のために必要なのか、どうすればよいのか」を理解するの

が難しいようである。 

 

 －②-生産者の認識や動向 

有機農業の方が高く販売できるため、生産者は GAP よりも有機農業を志向しやすい。実際、有機農業に

ついては、試験的な販売も含め、首都ビエンチャン市をはじめとして全国各地で定期的な臨時市場が開催

されているのに対し、GAPについては、そのような動きは少ない状況にある。 

 

 －③-バイヤーの動向 

現地ヒアリングによると、まだ海外のバイヤーがラオスの有機農業（オーガニック）や GAP に関心をも

っているわけではないようである。ただし、有機農産物については、原料産地としての役割をラオスに期

待しているタイの実需者（有機加工食品の製造業者）が存在する。なお、欧州向けの輸出野菜について、

検疫・残留農薬等の数値結果が不適格であった事件があり、現在、欧州の輸入禁止（ラオスからの輸出禁

止）措置が取られている。 

認証制度への課題もあるが、輸出の際の検査体制にも課題がある。輸出作物の管理は県が担っているが、

検査キットや機材の不足により、目視での検査に留まっている場合も多い。 

 

（５）生産者への支援 

 ―①-普及・指導概要について 

ラオス農林省の農業局（Department of Agriculture）には 2つの付属機関があり、この内の CADC（Clean 

Agriculture Development Center）では、有機農業と GAP の圃場がある。ここでは、有機農業や GAP に係

る栽培試験や地方政府（県農林局及び郡農林事務所）の職員、農家、学生への研修を行っている。（CADC

職員が講師として地方に出向くこともある）。また、農林省の農業普及・組合局（DAEC: Department of 

Agriculture Extension and Cooperatives）では GAP の普及活動を推進しており、その傘下にある地方政

府の普及担当職員は、農家に対し、有機農業と併せて GAP に係る普及指導を実施しているが、一部の県を

除いて、GAP・有機農業ともに普及が進んでいない。 
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 －②-普及させるための取組について 

当該 CADC（Clean Agriculture Development Center）の圃場には、前記の LPPA及び LOAPP（有機農業促

進プロジェクト）によって JICAが支援を実施しており、温室、冷蔵倉庫、加工施設、トラクターなどが整

備された。また、LPPA による研修によって、農民への技術支援を行う farmer advisor が 125 名育成され

た。しかし、彼らへの継続的な研修や新たなアドバイザーの育成が課題となっている。また、別記のとお

り、有機農業に比較して、GAPは生産者・消費者とも認知度が低く、今後の啓発活動が望まれる。 

 

（６）GAP制度の IT 普及度 

 －①-現存する対象国のメジャーなシステム 

LaoGAPに関しては、ITはほぼ普及していない。 

 

 －②-IT（システム）化の課題と普及率（利用率等） 

LaoGAPに関しては、ITはほぼ普及していない。 

  

（７） GFSI 認証に対する取組について 

 ヒアリングからは不明であった。なお、DOA では、LCB が ISO/IEC17065（認証機関認定の規格）を将来

は取得できるよう、審査に係る手順書やマニュアルの改訂を進めている。 
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■②カンボジア農林水産省と連携し、Cam GAP の取組状況、CamGAP

認証に当たって現状の課題等 

 カンボジア国内において、現在 CamGAP（Cambodia GAP）の整備を進めている中で、現状の取

組や認証を行うにあたっての現状や課題等について、カンボジア農林水産省にヒアリングを行っ

た。 

 特に、本項目は、本事業中の「③実際の圃場での CamGAP の概念を導入した生産」において重

要な役割を果たすことが想定される。「③実際の圃場での CamGAPの概念を導入した生産」はでき

るだけ、現状のカンボジアの農業に則したものであると同時に、カンボジアの農業の未来を見据

えたパイロット事業でなければならない。 

 よって、現農林水産省において、CamGAP 推進の中核的存在である DPPSP(Department of Plant 

Protection Sanitary and Phytosanitary)の Chhun Hy 氏に、数回に渡ってヒアリングを実施し

た。 

 

-これまでのカンボジアの取組の詳細と現状- 

 まず、カンボジア国における CamGAP は、カンボジア農林水産省としては Rectangular strategy 

Phase Ill（四辺戦略）の国家戦略開発計画（NSDP）2014-2018 として位置付けられている。全

体構想としては、KPIを年 5%の農林畜産すべての分野の総合経済成長率を目指しており、農作物

においては、10%の生産性向上を KPIとしている。 

具体的には、農業生産性、多角化、農業研究開発能力の強化、作物収量と気候変動への適応能

力の向上、土壌肥沃度の改善、農業コミュニティの能力の強化、農業開発促進などが挙げられ、

これらの取り組みのすべては、農産物の価値向上、農業者の収入、農業関連事業の促進、国民の

収入の増加に重点を置いて実施されており、CamGAP もこの施策のうちの一つと位置づけられて

いる。 

 前章でも述べたが、カンボジア国内において現時点で決まっていることは、カンボジア国内の

GAP は CamGAP という名称で進めていることのみで、2008 年から ASEAN-GAP の翻訳がなされ、6

つの州で合計 5880 人の農家の訓練を行っており、2014 年からは、トレーナー育成に力をいれて

いる。しかしながら、現時点でも ASEAN-GAPのガイドラインをもとに農家、トレーナー自身のト

レーニングがされているだけで、まだ、具体的なマニュアルや現場で使う帳票類、運営組織の具

体的な整備は依然、成熟しておらず、詳細な内容に至っては、まだ決定していないというのが現

状である。 
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農家や指導者のトレーニングの様子と翻訳されたトレーニングマニュアル 

 

2014-2015のカンボジア農林水産省のレポート、ANNUAL REPORT for AGRICULTURE FORESTRY and 

FISHERIES 2014-2015 and DIRECTION 2015-2016 によれば、Tonie Sap Poverty Reduction and 

トンレサップサップ貧困削減と小規模開発プロジェクト「Smallholder Development Project 

(TSSD)」の取組のなかで、米の生産に関して GAP（good agricultural practice）を行ってい

ると報告があるが、残念ながら GAP 認証に則したものではなく、あくまで注意喚起や教育の一

環としてのレベルを脱していない。このように、連携事業によるプロジェクト単位であったり、

同省の主導で ASEAN-GAP のガイドラインに従って進めているが、コンポンチャム州等の州レベ

ルの農業総局の農業指導員も参画し、ワーキンググループを発足して不定期に活動をしている

が、運用に至るまでの制度設計については課題が多いことがわかった。 

2016年において、意識を統一する目的もあり、Cam-GAP のロゴがワーキングルーム内で討議さ

れており、ロゴデザインが正式に近々リリースされる予定である。 

 

 

制定された CamGAP のロゴ 

 

 現在のカンボジアの国内課題として、国内に流通している農作物のうち、特に野菜に関しては、

そのほとんどをベトナム・タイからの輸入に頼っており、食品の安全が問題視されており、この

国内の安心・安全な農作物流通と国外輸出戦略の２つの観点から、CamGAP が大きく貢献できる

と考えており、その上でも、ASEAN-GAP のガイドラインを重要視して進めている。 
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-CamGAP における現状の課題と認証における課題- 

 CamGAP において、前述したような取組で進められているが、現状の CamGAP としての構築体制

としては、カンボジア農林水産省 GDAの中の DPPSP(Department of Plant Protection Sanitary 

and Phytosanitary)の Chhun Hy 氏を筆頭に、各州の農業総局（農林水産省管轄）より Cam-GAP

推進のための Team を数人で構成しているが、不定期でもあり、ボードメンバーもまちまちであ

る。 

具体的な課題としては、農家自身が Cam-GAPを推進するうえで、経済的なインセンティブが存

在しないこと、ASEAN-GAPという国際基準を推進していくための規制・枠組みの欠如、認証スキ

ームの不透明さ、スタッフの教育のための資金不足、安全性を確認するための分析ラボラトリー

の能力不足等が確認されている。 

 トレーナーに対しては、カンボジア農林水産省内と各州担当者との認識の差、知識力の差があ

り、制度設計が進んでいないのが現状である。現存するグローバル基準の GAPは、あくまで、循

環型農業を志すための必要最低限の農家のモラルを制度化したものであり、GAP認証そのものが

直接的に価格転嫁されるものではない。しかしながら、GAP認証、またはその認証の維持を行う

ために農家としては、労務的・費用的負担が想定される中、GAP認証をすれば、価格転嫁される

のかという期待感と、従来 GAP が持つべき意義・意図との間に大きなギャップが存在しており、

指導する側・指導される側双方の理解が必要である。そこで、Cam-GAPを根付かせるために、指

導側のトレーニングを行っているが、実際に制度として組み立てる技術もなく、勉強会という談

話で終わってしまうことが課題であった。 

また、マーケットのレベルも低く、バイヤーも GAP のことを知らないことが多い。グローバル

基準の GAPが進んでいる国においては、マーケットが GAP 認証以外のものを取り扱わないなど、

仕入れ基準が整備されている中、カンボジア国内においては、その認識がまだないことも課題で

ある。また、輸出を強化していく上で、特にヨーロッパやアメリカ、日本国にむけた農作物輸出

を強化していかなければならないという強い意向をもっているが、Cam-GAP の制度設計が遅れて

おり、GAP制度がないことで、先進国に輸出できなくなることを非常に危惧している。 

Cam-GAPを実施していく上で、土壌や水の検査を始めとする環境検査や、農作物そのものの安

全性を証明する残留農薬や各種病原性の菌検査等が国内で実施できないので、制度を作っても実

践できない。このように具体的な GAPの指導・認証経験がないため、まずは農林水産省職員（現

在では農林水産省が主体となって認証機関として進めていく意向がある）が GAPの指導・認証経

験を積まなければならないが、指導者不足である。 
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■③実際の圃場での CamGAPの概念を導入した生産 

-目的- 

 本事業項目においては、カンボジア国内で、実際に CamGAP を想定した生産をパイロット的に

行い、前項で課題となっている実践的な GAP生産が同国で可能かどうか、また、実際の生産現場

における課題解決にあたり、次項で販売モデルの構築、カンボジアの農業ビジネスの事業モデル

の構築を試みるものである。 

 

-実施体制- 

 本事業は、連携企業である NanayaCambodia 社（日本企業 株式会社菜々屋）と本事業を遂行

した。株式会社菜々屋は、2012 年に設立された農産物の流通を事業内容とする日本の株式会社

である。徳島県の農家有志が集い、「販売先を農家がつくる。商品価値を農家が伝える。」という

理念のもと、設立された。2017 年現在、加盟する農家は 50 軒を超え、年間 60 品目以上の野菜

を扱っている。 

 株式会社菜々屋は、徳島県下における農業生産を手がける会社の社長が集まり、創設された会

社で、株式会社リバーファーム、株式会社情熱カンパニー、武澤農園、株式会社カネイファーム

の合計４社の会社の代表が名を連ねる株式会社である。加盟農家に対する圃場への作付け依頼か

ら受発注、発送、代金決済まですべての業務を社内で行っており、生産、集荷、販売までを一手

に引き受けており、農業の 6 次化に成功して発展を遂げている会社である。本事業の遂行会社で

ある株式会社スペックは、2013年ごろから事業拡大を行う株式会社菜々屋に対して、GAP指導や

残留農薬検査や土壌、水質検査など、農産物の安心・安全の構築に関して連携を深めてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 株式会社スペックは、2011 年ごろからカンボジアに進出しており、また、2015 年から株式会

社菜々屋が、カンボジア国内で農業生産・流通・販売を手がけており、本事業においても、株式

会社菜々屋と連携し、事業を行った。 
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60品目をブランド化 
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 本事業の実施体制としては、以下のような形である。 

本事業の生産体制 現状の生産体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在の体制は、日本人マネージャーの直下にカンボジアマネージャーがおり、カンボジアマネ

ージャーの下に複数の現地ワーカーという指示系統で野菜の生産を行っている。本事業において

は、専門家が日本人マネージャーとカンボジアマネージャーに対して指導を行いながら、GAPに

基づいた生産をカンボジアの圃場で実施した。 

 

-GAPとは- 

 GAPとは Good Agricultural Practice「農業事業者として尊守、または従うべき規律群（GAP

共通基盤ガイドライン：日本農林水産省）」と定義されており、FAO（国連食料農業機関）におい

ては、「GAP とは、農業生産の環境的、経済的及び社会的な持続性に向けた取組であり、結果と

して安全で品質のよい食用及び非食用の農産物をもたらすものである」とされている。 

 その遵守、または従うべき規律群として日本国内には、食品安全法や食品衛生法、農薬取締法、

廃掃法、労働安全衛生法などがあり、日々の農業管理の仕事のなかで実施すべき内容を定めたも

のが GAP である。 

 JGAP（日本式 GAP：Global GAP との同等性も認められているグローバルスタンダードな GAP)

がその開発過程において、重要視または考慮してたきたことに、 

①農業現場が継続的に実施可能な内容であること 

②農産物の買い手側から信頼を得られる基準であること 

③外部からのチェック可能な透明性のある仕組みであること 

の３点があり、これらを踏まえて良い農業を実践するために 

１，適切で信頼される農場運営ができる 

２，食品安全を確保できる 

３，環境保全ができる 

４，作業者の労働安全を確保できる 

５，人権・福祉に配慮した労務管理ができる 

としており、これらは国際的にも、また、カンボジア国内の様々な開発課題において重要な考え

日本人マネージャー 

カンボジアマネージャー 

専門家 

現地ワーカー 現地ワーカー 

カンボジアマネージャー 

日本人マネージャー 
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方であるといえる。 

 

-CamGAPの構築を行うにあたって- 

 本事業項目は、CamGAPに基づいた生産を行わければならないが、2015 年 9 月現在において、

CamGAP は制度として執行されておらず、またカンボジア国内においても、経験値や知識が不足

しており、その制度整備が進まない課題があった。 

 そこで、まず、我々は、CamGAP そのものを制定する必要があったが、ゼロベースで構築する

ことは現実的でないため、カンボジア農林水産省の CamGAP 構築・推進の担当社と協議の結果、

J-GAP をベースとして、カンボジア国内で GAPに基づいた生産が可能か検証することとなった。 

 また、カンボジアの我が国の支援のなかで、民主的な法律を支援してきた経緯があり、我が国

の食品安全法や食品衛生法、農薬取締法、廃掃法、労働安全衛生法等において、法解釈が近いも

のがカンボジアで制定されていることから、JGAPを基準に CamGAP を導入することは、もっとも

効率的に CamGAPの制定を後押しできるという点も確認された。 

 しかしながら、GAP認証における認証機関においては、カンボジア農林水産省が行うことがフ

ァーストステップと考えているため、特に、今回は JGAP における総合規則（※）においては、

時期尚早であると判断されたため、現場で活用される管理点と適合基準において構築を行うこと

となった。 

 

  

担当者協議の様子-カンボジア農林水産省にて 

 

※総合規則…JGAP においては、制度に関する最上位文章であり、理念・適応範囲のみならず、

審査・認証制度、審査員、内部監査員、審査員の資格要件等を取り決めており、GAPとしての運

用ルールになるために、認証機関が独自に制定していく必要がある。 

 

 また、本事業で取り組むべき農作物は、野菜類とした。カンボジア農林水産省の方針として米
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も取り扱っていきたい意向があったが、米は生産に時期を選ぶと同時に生育が本委託事業期間中

に完了しないこと、また、一般的な野菜や果実の流通経路とは違う流通経路をたどることなどか

ら、本事業では、まず野菜から取り組むこととなった。 

 

-CamGAPに基づいた生産 書類整備- 

 CamGAP に基づいて、農作物を生産する上で、まず基となる JGAP をカンボジア用に変更する必

要がある。前述したように、本事業で使用する CamGAP は、JGAPを基軸として進めており、カン

ボジア農林水産省からも、国際基準を目指したいという意向も考慮し、JGAP は GlobalGAP と同

等性が認めてられていることを説明し、本事業で構築する CamGAP もあくまでグローバルスタン

ダードを目指したものを想定している。 

 本事業で作成した CamGAP が、すぐにグローバルスタンダードとして通用するわけではないが、

まず、カンボジアで実施可能、かつ、同等性が認められる可能性が高いレベルである必要がある。 

 CamGAP の認証機関はカンボジア農林水産省内で行うことが現在の基本方針であること、本事

業は、現場で CamGAP をパイロット的に実行するという観点から、認証組織の運用や審査員の資

格要件等、上位に類する制度設計については、今回の構築範囲外とした。 

 JGAP では、この上位の文章群が「JGAP 総合規則」であり、現場で実施する GAPの要求事項を

取りまとめたものが「JGAP管理点と適合基準（個別用と団体用がある）」である。そこで、今回

の CamGAPは、「JGAP管理点と適合基準（個別認証）」をベースに構築した。 

 

 

現場マネージャーへ CamGAP の指導の様子 

 以下、実施した CamGAP適応にむけて、実施した内容や、JGAPとの大幅な変更点等の概略を報

告する。 

 

-CamGAP 組織整備と圃場について- 

 CamGAP に準拠していくうえで、まず、組織体制（責任と権限の範囲等）をしっかり構築する

必要がある。これは、JGAP と同等レベルと策定し、同等の管理項目で行ったが、日本と違う点

が圃場台帳の有無である。 
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カンボジア国内の圃場の様子 

 

 カンボジア国内の多くの農園は、上写真のように非常に平坦で、かつ、その境界線が曖昧な場

合が多い。この境界線が曖昧なために、隣接の圃場との境目が作れず、以後の管理点でも出てく

る「農薬の飛散（ドリフト）」や、「環境資源（水の給水・排水等）」についても境界線が曖昧で

あるがためにルールが責任範疇を文書化することに支障をきたすことが考えられた。 

 そこで、カンボジア国内においては、この圃場の境界線を十分近隣の地権者も交えて交渉し、

圃場台帳を作る必要がある。これは国土調査が終了している日本とは勝手が違うことであるが、

この項目は以後の管理に影響するために必須管理点して制定している。また、地図がない地域で

は圃場台帳に GPSを設定するなど、工夫が必要であることが分かった。 

 

-CamGAP リスク評価- 

 農産物取扱い工程におけるリスク評価を定める上で、安全性に関する取り決めと運用が困難を

極めた。 

 圃場交差汚染の防止策、収穫工程における食品安全に関するリスク、作業者の安全管理、土壌

の安全性、汚染水の流入対策等の取り決めである。 

 食品安全を脅かす原因、つまり、食品安全危害要因は、生物学的な危害要因（病原体・ウィル

ス・寄生虫）、化学的な危害要因（農薬、洗剤、カビ毒）、物理的な危害要因（異物混入等）の 3

つに大別される。 

 

-生物学的な危害要因- 

 特に、日本と違い問題視したのは、従事者の健康管理である。カンボジアの農家の多くは、健

康診断を受けておらず、さまざまな病原体のリスクにさらされている。また、健康診断に対応し

た病院が近くになく、健康診断を物理的に受けられない地域もある。 

 さらに、本事業期間中においても、従事者が赤痢にかかり、CamGAP の基準に基づき、陰性判

断がでるまでの出勤停止になったが、本人としては不衛生な水のアクセスしかできない地域に住

んでいるために、このようなことは日常であるのが現実である。また、従業員も仕事を休むと給

料が支払われないのが常識という考えを持っていたり、病欠に関して罰則があると考えていたり

など、労務に関する教育も繰り返し行う必要がある。CamGAP においては、この安全管理のレベ


